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改
正
税
理
士
法
は
、
３
月

�
日
、
政
・
省
令
と
と
も
に

公
布
さ
れ
た
。
一
部
は
、
４

月
１
日
か
ら
適
用
さ
れ
て
い

る
。

　
税
理
士
法
改
正
に
お
け
る

最
大
の
争
点

は
、
公
認
会

計
士
資
格
に

よ
る
税
理
士
登
録
の
問
題
で

あ
っ
た
。
改
正
法
は
、
公
認

会
計
士
法
に
規
定
す
る
実
務

補
習
団
体
等
が
実
施
す
る
研

修
の
う
ち
、
国
税
審
議
会
が

指
定
す
る
一
定
の
税
法
に
関

す
る
研
修
を
受
講
す
る
こ
と

と
し
た
。
現
在
、
公
認
会
計

士
試
験
に
合
格
し
て
い
る
者

に
配
慮
し
、
平
成
�
年
４
月

１
日
以
後
に
公
認
会
計
士
試

験
に
合
格
し
た
者
に
つ
い
て

適
用
と
な
る
。

　
焦
点
は
、
国
税
審
議
会
が

指
定
す
る
研
修
内
容
に
移

る
。

　
現
在
、
実
務
補
習
団
体
と

し
て
指
定
さ
れ
て
い
る
の
は

一
般
財
団
法
人
会
計
教
育
研

修
機
構
（
理
事
長
＝
森
公
高

・
日
本
公
認
会
計
士
協
会
会

長
）
で
あ
る
。
こ
こ
で
実
施

さ
れ
て
い
る
税
法
に
関
す
る

研
修
が
国
税
審
議
会
で
ど
の

よ
う
に
評
価
さ
れ
、
改
善
の

余
地
が
あ
る
の
か
が
問
題
と

な
る
。形
式
だ
け
整
え
た
が
、

実
態
は
変
わ
ら
な
い
で
は
説

明
が
つ
か
な
い
。

　
閑
話
休
題
。

　
公
認
会
計
士
試
験
は
、
平

成
�
年
か
ら
新
制
度
に
移
行

し
、
合
格
者
が
激
増
し
た
。

公
認
会
計
士
と
な
る
資
格
を

取
得
す
る
た
め
に
は
、
合
格

後
、
業
務
補
助
（
２
年
）
と

実
務
補
習
（
原
則
３
年
）
後

の
修
了
考
査
に
合
格
す
る
こ

と
が
要
件
に
な
っ
て
い
る
。

合
格
者
の
中
に
は
業
務
補
助

に
従
事
で
き
な
い
者
も
多

く
、
修
了
試
験
の
合
格
率
は

�
％
程
度
。
い
び
つ
な
制
度

と
言
わ
ざ
る
を
得
な
い
。

　
加
え
て
、
監
査
と
会
計
の

専
門
家
（
公
認
会
計
士
法
第

２
条
）
と
し
て
で
は
な
く
、

税
理
士
業
務
に
進
出
し
て
い

る
。

　
最
難
関

と
い
わ
れ

る
公
認
会
計
士
が
「
生
業
は

税
理
士
業
務
」
と
い
う
人
が

い
て
は
、
制
度
が
泣
い
て
い

る
。
合
格
者
数
も
さ
る
こ
と

な
が
ら
、
監
査
と
会
計
の
専

門
家
と
し
て
活
動
で
き
る
基

盤
整
備
が
急
が
れ
て
い
る
。

　
「
税
の
世
界
」
は
変
化
の
季
節
と
な
っ
た
。４
月
１
日
か
ら
消
費
税
が
８
％
に
引
き
上
げ
ら
れ
、

こ
れ
に
先
立
ち
３
月
�
日
参
議
院
本
会
議
に
お
い
て
、
税
理
士
法
を
含
む
所
得
税
法
等
の
一
部
を

改
正
す
る
法
律
案
が
賛
成
多
数
で
可
決
・
成
立
し
た
。
（
３
面
に
関
連
記
事
）

　
本
連
盟
を
は
じ
め
税
理
士
業
界
が
一
丸
と
な
っ
て
永
年
要
望
し
て
き
た
税
理
士
法
第
３
条
、
す

な
わ
ち
公
認
会
計
士
の
税
理
士
資
格
取
得
の
問
題
は
、
国
税
審
議
会
が
指
定
す
る
税
法
に
関
す
る

「
研
修
」
を
受
け
る
こ
と
が
義
務
化
さ
れ
た
。
今
後
は
、
税
理
士
・
公
認
会
計
士
そ
れ
ぞ
れ
の
制

度
の
充
実
を
図
っ
て
い
く
必
要
が
あ
る
だ
ろ
う
。
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◇
２
月
４
日
　
閣
議
決
定
、
衆

議
院
に
提
出

◇
２
月
�
日
　
衆
議
院
本
会
議

で
麻
生
財
務
大
臣
か
ら
趣
旨

説
明
、
各
党
代
表
質
問
、
財

務
金
融
委
員
会
へ
付
託

◇
２
月
�
日
　
財
務
金
融
委
員

会
で
麻
生
財
務
大
臣
か
ら
提

案
理
由
の
説
明
、
質
疑

◇
２
月
�
日
　
財
務
金
融
委
員

会
で
質
疑
、
質
疑
終
局
（
両

日
で
の
質
疑
時
間
は
９
時

間
）

◇
２
月
�
日
　
財
務
金
融
委
員

会
で
討
論
、
採
決
。
同
日
午

後
の
衆
議
院
本
会
議
で
可

決
、
参
議
院
へ
送
付

◇
３
月
７
日
　
参
議
院
本
会
議

で
麻
生
大
臣
か
ら
趣
旨
説

明
、
各
党
代
表
質
問
、
財
政

金
融
委
員
会
に
付
託

◇
３
月
�
日
　
財
政
金
融
委
員

会
で
麻
生
財
務
大
臣
か
ら
提

案
理
由
の
説
明

◇
３
月
�
日
　
財
政
金
融
委
員

会
で
質
疑

◇
３
月
�
日
　
財
政
金
融
委
員

会
で
質
疑
、
質
疑
終
局
（
質

疑
時
間
は
両
日
で
約
６
時
間

半
）

◇
３
月
�
日
　
財
政
金
融
委
員

会
で
討
論
、
採
決
、
附
帯
決

議
、
同
日
午
後
開
議
本
会
議

に
緊
急
上
程
、
可
決
・
成
立

　
今
年
の
春
闘
は
安
倍
首
相
に

よ
る
異
例
の
賃
上
げ
要
請
の
も

と
で
行
わ
れ
た
。
連
合
の
３
月

�
日
の
発
表
に
よ
る
と
回
答
の

あ
っ
た
組
合
の
平
均
で
は
平
均

賃
金
方
式
で
６
６
３
４
円
、
率

に
し
て
２
・
�
％
の
賃
上
げ
、

こ
の
う
ち
３
０
０
人
未
満
の
中

小
労
組
で
は
平
均
賃
金
方
式
で

４
８
２
４
円
、
１
・
�
％
の
賃

上
げ
が
実
現
出
来
た
よ
う
で
あ

る
。
し
か
し
組
合
に
加
入
を
し

て
い
な
い
中
小
法
人
や
個
人
事

業
者
で
は
賃
上
げ
を
実
現
出
来

な
い
と
こ
ろ
も
多
数
あ
る
で
あ

ろ
う
▼
こ
の
よ
う
な
中
で
４
月

１
日
か
ら
消
費
税
が
８
％
に
増

税
と
な
っ
た
。
ま
た
消
費
者
物

価
指
数
も
前
年
同
月
比
で
１
・

３
％
上
昇
し
９
ヶ
月
連
続
で
上

昇
を
し
て
い
る
。
果
た
し
て
賃

上
げ
分
で
ど
の
程
度
こ
の
両
者

の
上
昇
分
を
カ
バ
ー
出
来
る
の

で
あ
ろ
う
か
。
今
後
の
経
済
状

況
が
気
に
な
る
と
こ
ろ
で
あ
る

▼
我
々
税
理
士
が
関
与
す
る
中

小
企
業
で
は
消
費
税
の
価
格
転

嫁
が
可
能
か
ど
う
か
は
業
績
に

も
大
き
な
影
響
を
与
え
る
。
東

京
商
工
会
議
所
が
２
月
�
日
に

発
表
し
た
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
で

は
、
消
費
税
率
の
引
き
上
げ
に

伴
う
価
格
転
嫁
に
つ
い
て
「
全

て
転
嫁
出
来
る
」
と
回
答
し
た

企
業
は
�
・
２
％
で
、
約
４
割

の
企
業
で
価
格
転
嫁
に
懸
念
を

残
し
て
い
る
と
の
こ
と
で
あ
る

▼
「
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
」
が
成
功

す
る
か
ど
う
か
は
、
日
本
の
経

済
を
支
え
る
中
小
企
業
の
成
長

が
欠
か
せ
な
い
。賃
金
ア
ッ
プ
、

消
費
税
の
価
格
転
嫁
の
実
行
等

我
々
も
注
視
し
て
い
か
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

　
税
理
士
法
改
正
を
含
む
所
得

税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法

律
案
は
、
３
月
�
日
、
内
藤
会

長
、
神
津
東
京
会
会
長
ら
関
係

役
員
が
見
守
る
中
、成
立
し
た
。

　
３
月
�
日
、
改
正
法
と
と
も

に
関
係
政
省
令
が
公
布
さ
れ

た
。
国
税
庁
は
、
国
税
通
則
法

の
改
正
に
伴
う
調
査
の
事
前
通

知
が
７
月
１
日
か
ら
新
制
度
に

移
行
す
る
の
に
伴
い
通
達
を
発

遣
し
た
。

　
税
理
士
法
に
関
す
る
質
疑

は
、�
日
に
西
田
昌
司
議
員
（京

都
府
選
挙
区
・
自
民
）
が
、
翌

�
日
に
尾
立
源
幸
議
員
（
大
阪

府
選
挙
区
・
民
主
）
と
金
子
洋

一
議
員
（
神
奈
川
県
選
挙
区
・

民
主
）
が
行
っ
た
。

　
改
正
税
理
士
法
は
、
税
理
士

と
な
る
資
格
を
有
す
る
も
の
に

つ
い
て
、
公
認
会
計
士
は
、
公

認
会
計
士
法
第
�
条
に
規
定
す

る
実
務
補
習
団
体
等
が
実
施
す

る
研
修
の
う
ち
、
一
定
の
税
法

に
関
す
る
研
修
を
修
了
し
た
者

と
し
た
。

　
現
在
行
わ
れ
て
い
る
税
法
に

関
す
る
実
務
補
習
は
�
コ
マ
、

こ
の
う
ち
�
コ
マ
が
ｅ
ラ
ー
ニ

ン
グ
で
実
施
さ
れ
て
い
る
。
こ

れ
を
ベ
ー
ス
に
国
税
庁
・
日
本

公
認
会
計
士
協
会
間
で
協
議
が

開
始
さ
れ
て
い
る
模
様
。

税
務
代
理
権
限
証
書
が
変
わ
り

ま
す

　
改
正
法
で
は
、
国
税
通
則
法

の
改
正
に
と
も
な
い
、
調
査
の

事
前
通
知
の
規
定
が
整
備
さ
れ

た
。
本
年
７
月
１
日
以
後
に
さ

れ
る
通
知
に
つ
い
て
適
用
さ
れ

る
。
省
令
の
改
正
も
行
わ
れ
、

税
務
代
理
権
限
証
書
の
様
式
も

変
更
と
な
っ
た
。

　
公
認
会
計
士
に
係
る
資
格
の

見
直
し
は
、
平
成
�
年
４
月
１

日
以
後
に
公
認
会
計
士
試
験
に

合
格
し
た
者
に
適
用
す
る
こ
と

と
し
た
。

　
改
正
省
令
で
は
、
「
補
助
税

理
士
」
を
「
所
属
税
理
士
」
と

改
め
、
そ
の
業
務
範
囲
に
つ
い

て
自
ら
委
嘱
を
受
け
て
税
理
士

業
務
を
行
う
場
合
の
規
定
を
設

け
た
。
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